


























つ法を選択するという意味で､筆者は､ここで ｢擬も重要な関係｣(折茂豊 r渉外不法行為論- 近代国際私






























































































▼3 松岡樽 ｢第二リステイトメントにおける法選択方法論について｣阪大法学104巻 (1977)2頁｡
Il 第2リステートメントの#訳については.川又良也 r.邦訳,アメリカ抵放法第二リステートメント(-)｣
民商法雑誌第73巷第5号 (1976年)85貫以下.康江･前端注 (2)94-95貢を参考にした｡



























































a) 松岡博 ･前掲 (13)20乱
f2 張伯仲 鹿相林 r匡】際私剖 (中国政法大学出版牡 1995年)49頁.干天轟 ｢国際私法中食密接聯系原則
本質浅析｣遼寧公安司法管理幹部学院学報 (2007年第3期)67頁o




























王群 ･載駆艇 ･前掲注 (23)65貢.
同上｡
李超 ｢試論最杏切聯系原則在侵稚領域的連用｣財経界 (2006年3月)5頁｡






























" 朱志最 ｢従渉外侵権行為的法律適用原則番Br密切聯系理畠｣河北法学第21巷第5期 (2003年)52I53頁｡
l】 軒正釆 r美国現代国際私法流派｣(法律出版社､1987年)220頁｡
n 李超 ･前掲注 (27)5貢 .朱志最 ･前掲注 (30)53頁｡























季双元･金彰年･張茂 欧福永 r中国国際私法油絵 (第3版)J(法律出版社､2007年)403貢.dL松･前掲注
(29)173貢 張智想 前掲注 (28).韻林 ｢論段権兼任領域中敢寄切聯系原則的適用｣印西鞍薬技術学院学報第











































13 放相林 他編著･前掲注 (35)(朱子勤)304貢o































































弧 週蜂 ･張紅兵 ･前掲注 (33)58頁｡






























































































































苅 朱美云 ･前掲注 (62)133-134乱
15 屈広活｢国際私法保護弱勢群体的理論考丑｣福建政法管理幹部学院学帝(2007年第2臥 適期32)10貢以下O
































































74 屈広活 前掲注 (65)目貫｡































する立場 馬志強 ｢一般授権行為法律連用的最新発展及中国的実践｣天中学刊第19巻第4期 (2004年)28
貫､被害者に有利な法を裁判官が選択 .決定するとする立場 ア舞子｢論国際私法対弱者権益的保護｣遼
寧師範大学学報第30巷第2期 (2007年)29頁もある｡
ここでいう ｢弱者保護に合致する｣ということの基準については､原文中には説明されていないが､｢実
質法上長も弱者に有利である｣と考えられる｡
曲波 前掲注 (63)65貢.
(71) 162
不法行為畔拠法にrUする近時の中国学説 般 駿
この見解は､結局､実質的正義 (もっと言えば弱者保護)を叔使先にするものであり､ある法が特
定の争点に関して位密接関係地法とされるときでも､｢弱者保護に合致する｣法が他に存在するときに
はその法が使先するとしているoLかし､法律関係との密接関連性をまったく度外視して､実質的正
義を墳優先することは,伝統的な国際私法の基本理念とは著しく異なる立場ということができる.
Ⅳ 終わりに
以上､｢澱も重要な関係の原則｣と ｢弱者保護｣について中国の学説がどのように理解しているかを
検討してきた｡位後に,このような中国の学説における理解について､若干の検討を加えることにし
たい｡
まず､第2リステートメント145条で採用されている ｢最も重要な関係の原則｣についての中国にお
ける理解には混乱がみられる｡とくに､｢澱も重要な関係の原則｣が実質的正義を実現するものとの理
解は､第2リステートメントを誤解するものといえる｡すなわち､第2リステー トメントにおける ｢位
も重要な関係の原則｣は.実質的正美を追求するものではなく､あくまでも ｢般密接関係性｣という
客観的な基準によって中立的に準拠法を決定しようとするものだからである｡その意味では､｢投も重
要な関係の原則｣を法規範としてではなく､墳密接関係地法を追求する理念として導入するという見
解の方が正しい態度であると思われる｡次に､不法行為地法の一般的適用という前接を放棄している
第2リステートメントの ｢穀も重要な関係の原則｣をそのまま導入することは､準拠法の予見可能性､
法的安定性の観点から考えて､賛成することはできない｡具体的には､不法行為地法の原則的適用を
前提にした上で､例外的､補充的規定として同原則を導入することは考えられるであろう.もっとも､
中国の学説が ｢最も重要な関係の原則｣を特に支持しているのは､おそらく硬直した不法行為地法主
務を積和するためには,同原則を導入するしかないと考えているからであると思われる｡しかしなが
ら､EUのローマⅢ規則や､El本の法適用通則法に見られるように､例外的連結や特殊不法行為に関
する特則を設けることによって､第2リステートメント流の ｢最も重要な関係の原則｣とは異なる方
法で不法行為に関する準拠法決定の柔軟化の達成は可能である79.この点で､中国の学説に見られる
第2リステートメントの ｢最も重要な関係の原則｣を完壁で万能であるとする立場には賛成できない｡
一方､弱者保護については､確かに､国際私法上も､弱者の保護を図ることには合理性があると言
えよう｡したがって､たとえば労働関係において､労働者の権利を保護する労務提供地の強行法規な
どは強者たる雇用者との関係で一般的に適用されるとすることなどが考えられる｡しかし､中国の通
79 この点､シメオニデスが指摘するように.伝統的な準拠法決定方法を柔軟化するための手掛 二は､アメリ
カ流のアドホブクなもの以外にも､連結点の選択､連結点自体の柔軟化及び回避条項などが存在するoSee
Symeonldes.supra(notell).pp410111
161 (72)
糊1lr火′芦大学院比企文化科苧研究科il紫?,29'･;-(20103)
説が､不法行為の ｢被害者｣が常に ｢弱者｣であるとして､｢被害者｣が加害者との関係で無条件に保
護されるべきであるという理論構成を取っていることには疑問がある｡むしろ､被害者保護の械点か
らは､同時に､加害者の予見可能性､当事者間の権利および兼務の均衡.そして法的安定性などが考
慮されるべきであろう｡この点で､中国の学説には､r被害者｣と ｢弱者｣との横倉の混同が見られる
ように思われる｡
さらに､中宮では､｢叔密淳関係地法の追求｣と ｢弱者保護｣の二つの基本理念が壬氏触するときに.
弱者保護を捷先する見解が有力である｡このような過度の被害者保護の簾先も､やはり ｢弱者保護｣
と ｢被害者保護｣との区別が明確でないことに超Eすると思われる｡不法行為では､一般的な弱者保
護よりも､被害者保護をどの範PEで実現するかが重要な問題であろう｡つまり､｢被害者に有利な法｣
と ｢最密接関係地法｣が一致しないときに､いずれを使先すべきかは田杜な課題ということができる｡
以上のように､中国の学説には.｢瀬も重要な関係の原則｣に関する誤解.弱者保護の過度の重視の
問題があり､このことは民法草案の規定およびその解釈にも影響を及ぼしている｡中国における新た
な国際私法規定を立法化する上では､このような誤解から脱し,諸国の国際私法に関する正確な理解
に基づいた放論が必要であるOそうした､比較法的研究については､別格で引き続き検討することに
したい｡
(73) 160
